
予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

7,428千円
予算事業名

総人件費 7,593千円 7,428千円

固定資産評価審査委員会に要する経費 総事業コスト 7,680千円 7,828千円 8,050千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 87千円 400千円 622千円 0千円

財務部 納税課 管理係 01 02 02 01 11

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 固定資産評価審査委員会
指標名 審査の申出数

３件 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 活動結果指標

指標の概要 審査の申出数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

その他特財 0千円 0千円

根拠法令等
地方税法，つくば市固定資産評価審査委
員会条例

県支出金 0千円 0千円 0千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 0件

一般財源 87千円 400千円

0千円 0千円

改
善
目
標

-

改
善
目
標

-

0千円 0千円

7,428千円 7,428千円

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間 0.00時間事
業
の
目
的

固定資産課税台帳に登録された価格に関する不
服を審査・決定するため

内
訳

正
職
員

従事
割合

1.00人

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

審査の申出を受けたときは，つくば市固定資産税評価
審査委員会において合議体を形成し，必要と認める事
実審査・調査を行い，審査の決定を行う。決定のあった
日から１０日以内に審査申出人及び市長あてに文書で
決定内容を通知する。

事
業
計
画

審査の申出を受けたときは，つくば市固定資産税評価
審査委員会において合議体を形成し，必要と認める事
実審査・調査を行い，審査の決定を行う。決定のあった
日から１０日以内に審査申出人及び市長あてに文書で
決定内容を通知する。

事業費（Ａ） 87千円 400千円 622千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

・審査申出の件数３件（内1件は審査申出取り下げ）
・合議体開催回数　延べ１０回
・固定資産評価審査委員会総会　１回

上
半
期
活
動
実
績

-

審査の申出を受けたときは，つくば市固定資産税
評価審査委員会において合議体を形成し，必要
と認める事実審査・調査を行い，審査の決定を行
う。決定のあった日から１０日以内に審査申出人
及び市長あてに文書で決定内容を通知する。

課
題
-

課
題

成
果

納税者の不服に対し，必要な調査・事実確認を行うこと
で適正かつ公平な課税を再検証することができた。ま
た，審査の決定は抗告訴訟（処分の取消の訴え）の前
提要件でもある。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている

622千円 0千円

臨時職員等 無 無 無

-
7,828千円 8,050千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

7,680千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 7,593千円

効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

1.00人 1.00人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

－
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

14,856千円
予算事業名

総人件費 15,186千円 14,856千円

納税事務に要する経費 総事業コスト 15,895千円 15,532千円 15,709千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 709千円 676千円 853千円 0千円

財務部 納税課 管理係 01 02 02 01 14

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 市税の証明事務
指標名 納税証明書発行件数

  4,083件 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 活動結果指標

指標の概要 １年度・１税目毎に発行件数を１件とする。
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

その他特財 0千円 0千円

根拠法令等 地方税法
県支出金 0千円 0千円 0千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 4,361件

一般財源 709千円 676千円

0千円 0千円

改
善
目
標

10月までに電子化する。

改
善
目
標

納税確認に必要な証明書の添付を省略することが可能
かを10月までに調査し，電子化を１月から実施する。

0千円 0千円

14,856千円 14,856千円

時間外
勤務

0.00時間 0.00時間 0.00時間事
業
の
目
的

納税者からの請求によって，市税の納税証明書
を交付するため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

2.00人

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

１．納税証明申請書を受理　２．申請人の本人確認や権
限確認　３．申請内容を精査し証明書を作成　４．手数
料を徴収し，証明書及びレシ-トを交付。

事
業
計
画

証明書の添付を省略し手続きを簡素化することについ
て，関係各課と調整する。

事業費（Ａ） 709千円 676千円 853千円 0千円

事業分類 Ｃ　義務的事業
0千円 0千円

活
動
実
績

納税証明書の一部様式について電子化した。
また，市が実施する一部の補助事業について，納税証
明書の申請を不要とするよう事業担当課に申し入れ，担
当課ではこれを受けて要綱を改正した。

上
半
期
活
動
実
績

-

１．納税証明申請書を受理　２．申請人の本人確
認や権限確認　３．申請内容を精査し証明書を作
成　４．手数料を徴収し，証明書及びレシ-トを交
付。

課
題

行政手続きにおける添付資料のうち，納税確認に必要
な「未納がない証明書」の添付について，収納データの
庁内連携により省略ができる可能性がある。

課
題

成
果

納税証明書の一部様式を電子化したことにより証明書
交付手順が簡略できたこと及び証明書控え用紙を省略
できたことにより用紙を削減することができた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

申請書及び証明書を電子化し，紙資源を削
減する。

効率性 高：費用対効果が向上（高水準を維持）している

853千円 0千円

臨時職員等 無 無 無

-
15,532千円 15,709千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

15,895千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 15,186千円

効率性 -

総合評価 Ｓ：成果・費用対効果を維持して継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

2.00人 2.00人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

○ 天然資源の枯渇防止

評
価

有効性 高：成果が向上（高水準を維持）している

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

事
業
の
概
要



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

164,001千円
予算事業名

総人件費 175,595千円 171,627千円

徴収に要する経費 総事業コスト 406,202千円 391,994千円 407,280千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 230,607千円 220,367千円 243,279千円 0千円

財務部 納税課 徴収対策第１係他8係 01 02 02 03 11

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 徴収業務
指標名 市税徴収率

94.43% -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金

指標種別 成果指標

指標の概要 市税徴収率（現年分及び滞納繰越分）
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

92％以上 92％以上 92％以上 92％以上 92％以上 92％以上92％以上

その他特財 137,695千円 101,353千円

根拠法令等 地方税法，国税徴収法
県支出金 0千円 0千円 0千円

総合戦略

- - - -

戦略プラン - - - -

- - - -

その他の指標 -- - - -
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 93.25％

一般財源 92,912千円 119,014千円

0千円 0千円

改
善
目
標

  高額事案等について，定期的に課内検討会を開催

改
善
目
標

茨城県，茨城租税債権管理機構等が主催する研修会
に積極的に参加していく。
　茨城租税債権管理機構と連携し，納税課全職員を対
象とした研修会を実施する。

0千円 0千円

171,627千円 164,001千円

時間外
勤務

3151.00時間 3073.89時間 3000.00時間事
業
の
目
的

   徴収率の向上と，税負担の公平および租税の
確保を図るため。
  （滞納者の縮減と滞納額の圧縮を図る）

   納付された市税の収納管理を正確かつ迅速に
処理し，市財政の適正な決算と安定を図るため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

22.00人

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

　機能分担制を継続し，専門的な体制による効率的・効
果的な滞納整理を行っていく。
　年間を通して計画的な文書催告を行い,新規滞納者等
の圧縮を図る。適切に滞納処分と緩和的な措置を講じ
ていく。更に，徴収困難案件については，茨城租税債権
管理機構を活用し対応を図っていく。
　日々納付される市税の電算消しこみ及び財務会計と
の整合確認。過誤納金整理に基づく還付・充当を適正
に処理していく。年度初・末における決算収納・調定管
理を行う。

事
業
計
画

機能分担制を継続し，専門的な体制による効率的・効果
的な滞納整理を行っていく。
　年間を通して計画的な文書催告を行い,新規滞納者等
の圧縮を図る。適切に滞納処分と緩和的な措置を講じ
ていく。更に，徴収困難案件については，茨城租税債権
管理機構を活用し対応を図っていく。
　日々納付される市税の電算消しこみ及び財務会計と
の整合確認。過誤納金整理に基づく還付・充当を適正
に処理していく。年度初・末における決算収納・調定管
理を行う。

事業費（Ａ） 230,607千円 220,367千円 243,279千円 0千円

事業分類 Ａ　任意的事業
65,166千円 0千円

活
動
実
績

督促状発送（資産税：28,361件，市県民税：21,746件，軽
自動車税：8,785件，　法人市民税：　385件）
催告書等送付件数（一斉催告書：90,669件，差押予告等
個別催告書：1,334件）　滞納処分（差押等）：648件，執
行停止：　1,071件，分納誓約：633件，茨城租税債権管
理機構移管：77件

過誤納付歳入・歳出還付処理（資産税：545件，市民税：
2,438件，軽自税：119件，法人市民税：1,038件）

上
半
期
活
動
実
績

-

　
  年間を通して計画的な文書催告を行うとともに，
財産がありながら納税意識が希薄な者には積極
的に滞納処分を行い，生活困窮者に対しては緩
和措置を講じ，滞納整理を適正に行っていく。
  日々納付される市税の整合確認とともに，過誤
納金整理に基づく還付・充当を適正に処理してい
く。また年度初・末における決算収納・調定管理を
行う。

課
題

経験の浅い職員のスキルアップ
課
題

成
果

　効率的・効果的な滞納整理を行い，徴収率の向上と財
源の確保を図る取り組みができた。
　徴収率は昨年の実績を上回ることができた。
　また，納付された市税の収納管理を正確かつ迅速に
行った。還付事務処理も的確・効率的に実施できた。

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

-
効率性 高：費用対効果が向上（高水準を維持）している

178,113千円 0千円

臨時職員等 有 有 有

-
391,994千円 407,280千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

406,202千円

執行体制 職員のみ
人件費（Ｂ） 175,595千円

効率性 -

総合評価 Ｓ：成果・費用対効果を維持して継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-

22.00人 21.00人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

- -

評
価

有効性 高：成果が向上（高水準を維持）している

-

事業の
進捗状況

達成
目標の

進捗状況
達成

事業の
進捗状況

-
目標の

進捗状況
-

事
業
の
概
要


